
議案第４２号  平成２６年度川崎市生田緑地ゴルフ場事業特別会計 

        予算  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   (〃) 

議案第４３号  平成２６年度川崎市公共用地先行取得等事業特別会 

        計予算  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   (〃) 

議案第４４号  平成２６年度川崎市公債管理特別会計予算  - - - - - - - - - - - - - - -   (〃) 

議案第４５号  平成２６年度川崎市病院事業会計予算  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   (〃) 

議案第４６号  平成２６年度川崎市下水道事業会計予算  - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   (〃) 

議案第４７号  平成２６年度川崎市水道事業会計予算  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   (〃) 

議案第４８号  平成２６年度川崎市工業用水道事業会計予算  - - - - - - - - - - - -   (〃) 

議案第４９号  平成２６年度川崎市自動車運送事業会計予算  - - - - - - - - - - - -   (〃) 

議案第５０号  平成２５年度川崎市一般会計補正予算  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   (〃) 

議案第５１号  平成２５年度川崎市一般会計補正予算  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   (〃) 

議案第５２号  平成２５年度川崎市国民健康保険事業特別会計補正 

        予算  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   (〃) 

議案第５３号  平成２５年度川崎市港湾整備事業特別会計補正予算  - -   (〃) 

議案第５４号  平成２５年度川崎市公債管理特別会計補正予算  - - - - - - - - -   (〃) 

報告第 １ 号  地方自治法第１８０条の規定による市長の専決処分 

        の報告について  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   131 

議案第 １ 号 

 

川崎市職員定数条例及び川崎市上下水道局企業職員定数条例の一部を改

正する条例の制定について 

 

川崎市職員定数条例及び川崎市上下水道局企業職員定数条例の一部を改正す

る条例を次のとおり制定する。 

 

平成２６年 ２ 月１８日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦 

 

川崎市職員定数条例及び川崎市上下水道局企業職員定数条例の一部を改

正する条例 

 （川崎市職員定数条例の一部改正） 

第１条 川崎市職員定数条例（昭和２６年川崎市条例第３０号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条第１号中「７，７６５人」を「７，４２７人」に改め、同条第４号

中「２５人」を「２４人」に改め、同条第５号中「１，２６２人」を「１，

２４８人」に改め、同条第８号中「１，３８７人」を「１，４０３人」に改

める。 

 （川崎市上下水道局企業職員定数条例の一部改正） 

第２条 川崎市上下水道局企業職員定数条例（昭和４２年川崎市条例第１３号）

の一部を次のように改正する。 

  第２条中「１，１７５人」を「１，０８９人」に改める。 

附 則 



 この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

 

参考資料 

 

１ 制 定 要 旨 

職員配置の見直しに伴い、職員定数の調整を行うため、この条例を制定す

るものである。 

 

２ 現行及び改正定数比較表 

部 局 現行定数 増減員 改正定数 

市 長 の 事 務 部 局 の 職 員 
人 

7,765 
人 

△338 
人 

7,427 

議 会 の 事 務 部 局 の 職 員 35 － 35 

選挙管理委員会の事務部局の職員 41 － 41 

監 査 委 員 の 事 務 部 局 の 職 員 25 △1 24 

教育委員会の所管に属する職員 1,262 △14 1,248 

人 事 委 員 会 の 事 務 部 局 の 職 員 17 － 17 

農 業 委 員 会 の 事 務 部 局 の 職 員 9 － 9 

消 防 職 員 1,387 16 1,403 

上 下 水 道 局 企 業 職 員 1,175 △86 1,089 

合 計 11,716 △423 11,293 

 

 

 

議案第 ２ 号 

 

川崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

川崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

平成２６年 ２ 月１８日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦 

 

   川崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

川崎市職員の給与に関する条例（昭和３２年川崎市条例第２９号）の一部を

次のように改正する。 

第２条中「武力攻撃災害等派遣手当」の次に「及び新型インフルエンザ等緊

急事態派遣手当」を加え、「。以下同じ」を削る。 

 第８条及び第１２条中「、住居手当の月額」を削る。 

第１６条の６の見出しを「（災害派遣手当等）」に改め、同条第１項中「災

害派遣手当は、」を削り、「平成１６年法律第１１２号」の次に「。以下「国

民保護法」という。」を加え、「同法」を「国民保護法」に、「）において」

を「以下同じ。）及び新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律

第３１号）第４４条において」に、「に規定する職員で、」を「又は大規模災

害からの復興に関する法律（平成２５年法律第５５号）第５６条第１項に規定

する職員が」に、「ものに」を「場合には、当該職員に災害派遣手当（国民保

護法第１５４条において読み替えて準用する場合にあっては武力攻撃災害等派

遣手当、新型インフルエンザ等対策特別措置法第４４条において読み替えて準

用する場合にあっては新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当。以下これらを


